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足もとの基準価額は大幅に下落

ニッセイ新興国テクノロジー関連株式ファンド(資産成長型)／(予想分配金提示型)
愛称：エマテック
ロシアによるウクライナ侵攻の影響について

当レポートでは、ニッセイ新興国テクノロジー関連株式ファンドの株式運用を行うTCWア
セット・マネジメント・カンパニーのコメントをもとに、当ファンドにおけるロシアの組入
銘柄の保有状況と見通しについてご報告いたします。

当ファンドにおけるロシアの組入銘柄について

2022年2月24日、ロシアがウクライナへの大規模な軍事侵攻を開始したことを受け、投資
家のリスク回避姿勢の高まりから世界の株式市場は値動きの荒い展開となり、特にロシア株
式は大きく下落しました。

2月25日時点の当ファンドの基準価額は、資産成長型が7,269円(前日比－684円)、予想分
配金提示型が7,280円(前日比－681円)となっています(次ページご参照)。
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※ 当ファンドが主に投資対象とする「TCWファンズⅡ－TCW新興国次世代テクノロジー関連株式ファンド」の状況。比率は対組入株
式等評価額比、国・地域、投資テーマはTCWアセット・マネジメント・カンパニーの分類によるものです。

銘柄 投資テーマ 銘柄解説

ヘッドハンター・グループ デジタル消費 ロシアのオンライン求人プラットフォーム運営会社

ＴＣＳグループ・ホールディング デジタル消費 ロシアでオンラインでの金融サービス等を提供

ヤンデックス 参入障壁 ロシアのインターネット最大手

ロシアのウクライナ侵攻を受けて、米バイデン大統領は追加の制裁措置を発表しました。
プーチン大統領は、ウクライナ東部の親ロシア派住民の保護を目的としており、ウクライナ
全土を占領する計画はないと発言しています。事態打開への糸口が見つかるまではロシアの
株式市場は当面、上下に値幅の大きい落ち着かない相場展開が続くものと思われます。

現在保有する3銘柄はいずれも日米欧の経済制裁の対象にはなっておりません。3社ともに
決算内容や業績は堅調に推移しており、20％以上の収益成長見通しが見込まれる銘柄です。
中長期的には、経済制裁などがロシアの個人消費などに大きな影響を与えれば、オンライン
広告市場の成長や企業の採用意欲などに相応の影響を与えることも考えられますが、現在の
株価水準には相当程度織り込まれている可能性が高いと考えています。

侵攻は開始されたばかりであり、市場のリスク回避の動きが継続する可能性など、今後数
日間は状況を見極める必要があります。現時点では高い利益成長が見込まれる上記3銘柄への
ポジティブな見方を維持しておりますが、状況が悪化し続ける場合には、ロシアへの投資比
率を調整することも含め、適切に対処する方針です。

2月24日時点で、当ファンドではロシアの組入銘柄は3銘柄、組入比率は合計で約6％程度
にとどまっています。
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運用実績(2022年2月25日現在)

●当資料は、TCWアセット・マネジメント・カンパニーの情報をもとにニッセイアセットマネジメン
トが作成したものです。当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものでは
ありません。当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。2/6

資産成長型

(円) (億円)

データ期間：2021年4月30日＜設定日＞～2022年2月25日(日次)
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。基準価額は信託報酬控除後、1万口当りの値です。運
用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、
基準価額が下がる要因となります。収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります(個人受益者の場合)。

■基準価額・純資産の推移

■分配の推移(1万口当り、税引前)

決算 第6期
(2021/10)

第7期
(2021/11)

第8期
(2021/12)

第9期
(2022/1)

第10期
(2022/2)

設定来
累計額

分配金 0円 0円 0円 0円 0円 0円

(年/月)

予想分配金提示型

(円) (億円)
■基準価額・純資産の推移

■分配の推移(1万口当り、税引前)

決算 第1期
(2022/4)

第2期
(2023/4)

第3期
(2024/4)

第4期
(2025/4)

第5期
(2026/4)

設定来
累計額

分配金 － － － － － －

(年/月)
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① 新興国のテクノロジー関連企業の株式に投資します。
② 銘柄選定にあたっては、優れたテクノロジーを有し、大きな利益成長と株価上昇が期待できる銘柄を厳選

します。
③ 決算頻度および分配方針の異なる2つのファンドから選択いただけます。

＜資産成長型＞
年1回決算を行います。信託財産の十分な成長に資することに配慮し、分配を抑制する方針です。
 毎年4月25日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。
＜予想分配金提示型＞
毎月決算を行い、決算日の前営業日の基準価額に応じた分配をめざします。
毎月25日(休業日の場合は翌営業日)に決算を行います。
収益分配方針に基づき、決算日の前営業日の基準価額(1万口当り。支払い済みの分配金累計額は加算しません)に応じて、以下

の金額の分配を行うことをめざします。
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決算日の前営業日の基準価額 分配金額(1万口当り、税引前)
11,000円未満 基準価額の水準等を勘案して決定
11,000円以上12,000円未満 200円
12,000円以上13,000円未満 300円
13,000円以上14,000円未満 400円
14,000円以上 500円

• 決算日の前営業日から決算日までに基準価額が急激に変動した場合等には、上記とは異なる分配金額となる場合や分配金が支
払われない場合があります。

• 基準価額の値上がりにより、該当する分配金テーブルが分配金の支払い準備のために用意していた資金を超える場合等には、
テーブル通りの分配ができないことがあります。

• 基準価額に応じて、毎月の分配金額は変動します。基準価額があらかじめ決められた水準に一度でも到達すれば、その水準に
応じた分配を継続するというものではありません。

• 分配を行うことにより基準価額は下落します。そのため、基準価額に影響を与え、次期決算以降の分配金額は変動する場合が
あります。また、あらかじめ一定の分配金額を保証するものではありません。

• 分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により、分配を行わない
ことがあります。
将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。

• 販売会社によっては、どちらか一方のファンドのみの取扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

ファンドの特色

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果(損益)はすべて投資者の皆様のものとなりま
す。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

 当資料はTCWアセット・マネジメント・カンパニーの資料をもとにニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入
に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書(交付目論見書)、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む)の内容を
十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関
で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。記載内
容は資料作成時点のものであり、予告なしに変更されることがあります。

ご留意いただきたい事項
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計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合
前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

10,550円

10,500円

期中収益
（①＋②）

50円 10,500円

＊500円
（③＋④）

＊50円 10,450円
＊500円

（③＋④）

10,400円

＊450円
（③＋④）

配当等収益
① 20円

10,300円＊80円

＊420円
（③＋④）

前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後 前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後
＊分配対象額

500円
＊50円を取崩し ＊分配対象額

450円
＊分配対象額

500円
＊80円を取崩し ＊分配対象額

420円
 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益
調整金です。分配金は、収益分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。
分配準備積立金：期中収益(①および②)のうち、当期の分配金として支払われず信託財産に留保された金額をいい、次期以降の

分配金の支払いにあてることができます。
収 益 調 整 金：追加型株式投資信託において追加設定が行われることによって、既存の受益者の分配対象額が減らないように

するために設けられた勘定です。
上記はイメージ図であり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われ
ると、その金額相当分、基準価額は下がります。

ファンドの
信託財産

分配金ファンドで分配金が
支払われるイメージ

 分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することに
なります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではあり
ません。

分配金
100円

分配金
100円

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部
払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上
がりが小さかった場合も同様です。

分配金の一部が
元本の一部払戻しに相当する場合

分配金の全部が
元本の一部払戻しに相当する場合

普通分配金

受益者の購入価額
分配前の
個別元本

元本払戻金
（特別分配金） 受益者の購入価額

分配前の
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

分配後の基準価額
分配後の
個別元本

分配後の基準価額
分配後の
個別元本

普通分配金：個別元本(受益者のファンドの購入価額)を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金(特別分配金)：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益者の個別元本は、元本払戻金(特別分配金)の額
だけ減少します。
● 普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※実質的に元本の一部払戻し
に相当する元本払戻金(特
別分配金)が支払われると、
その金額だけ個別元本が減
少します。また、元本払戻
金(特別分配金)部分は非課
税扱いとなります｡

！

※※
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分配金に関する留意事項
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株式投資リスク 株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化(倒
産に至る場合も含む)等により、価格が下落することがあります。

為替変動リスク 原則として対円での為替ヘッジを行わないため、外貨建資産については、為替変動の影響
を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産価値が減少します。

カントリーリスク
外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による影
響を受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。特に、新興国の経済状況は
先進国経済と比較して一般的に脆弱である可能性があり、ファンドの資産価値が大きく減
少したり、運用方針にそった運用が困難になる可能性があります。

流動性リスク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で
取引が行えず、損失を被る可能性があります。

主な変動要因

基準価額の変動要因

※ご購入に際しては、投資信託説明書(交付目論見書)の内容を十分にお読みください。

• 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
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投資リスク

 ファンド(指定投資信託証券を含みます)は、値動きのある有価証券等(外貨建資産には為替変動リスクもありま
す)に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

 ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果(損益)はすべて投資
者の皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

その他の留意点
 ファンドは、特定のテーマに絞った株式への投資を行います。したがって、株式市場全体の値動きとファンドの基準価

額の値動きが大きく異なる場合、また、より幅広いテーマで株式に分散投資するファンドに比べ基準価額の変動が大き
くなる場合があります。

 新興国の株式投資に関しては、以下の事項にご留意ください。
金融商品取引所の取引の停止(個別銘柄の売買停止等を含みます)、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情(投
資対象国・地域における非常事態の発生※による市場の閉鎖、流動性の著しい低下あるいは資金の受渡しに関する障
害等)があるときには、ファンドの購入・換金の申込みの受付けを中止すること、および既に受付けた購入・換金の申
込みの受付けを取消すことがあります。
※ 金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結を含む規制の導入、クーデターや重大な政治体制の変更等。

 ストックコネクト※を通じた取引に関しては、以下の事項にご留意ください。
ファンドは中国Ａ株への投資に際し、ストックコネクト(上海・香港相互株式取引制度および深セン・香港相互株式取
引制度)を通じて行う場合があります。ストックコネクトを通じた投資は、取引や決済に関する特有の制限等で意図し
た取引等ができない場合、取引等に特有の費用が課される場合、ストックコネクトにおける取引停止や中国本土市場
と香港市場の休業日の違いにより、中国本土市場の急変あるいは株価の大幅な変動時に対応できない場合等には、
ファンドの資産価値が減少する要因となることがあります。また、ストックコネクトでは、投資者が不利益を被る大
きな制度変更が行われる可能性があります。
※ ストックコネクトとは、ファンドを含む外国の投資家が、上海証券取引所および深セン証券取引所の中国Ａ株を香港の証券会

社を通じて売買することができる制度です。なお、中国Ａ株とは、主な投資家として中国居住者を想定しているものですが、
一定の条件のもとでファンドを含む外国の投資家にも投資が認められています。

 ファンドは、多量の換金の申込みが発生し換金代金を短期間で手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引
市場において市場環境が急変した場合等には、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引ができないリスク、取引量が限定されるリスク等が顕在します。これらにより、基準価額にマイナスの影響を及
ぼす可能性、換金の申込みの受付けを中止する、また既に受付けた換金の申込みの受付けを取消しする可能性、換金代
金のお支払いが遅延する可能性などがあります。

 ファンドのお取引に関しては、クーリング・オフ(金融商品取引法第37条の6の規定)の適用はありません。



●当資料は、TCWアセット・マネジメント・カンパニーの情報をもとにニッセイアセットマネジメン
トが作成したものです。当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものでは
ありません。当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

投資者が直接的に負担する費用

購入時 購入時手数料
購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3%(税抜3.0%)を上限として販売会社が独自
に定める率をかけた額とします。
料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金時 信託財産留保額 ありません。
投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎日

運用管理費用
(信 託 報 酬)

ファンドの純資産総額に年率1.2925%(税抜1.175%)をかけた額とし、ファンドからご
負担いただきます。

投資対象とする
外国投資信託証券

年率0.68%程度
年間最低報酬額等がかかる場合、純資産総額等によっては年率換算で上記

の料率を上回ることがあります。

実質的な負担

ファンドの純資産総額に年率1.9725％(税込)程度をかけた額となり
ます。
上記は目安であり、各指定投資信託証券への投資比率が変動することによ

り、投資者が負担する実質的な運用管理費用(信託報酬)は変動します。また、
投資対象とする外国投資信託証券に年間最低報酬額等がかかる場合、その
純資産総額等によっては年率換算で上記の料率を上回ることがあります。

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率0.011%(税抜0.01%)をかけた額を上限とし、ファンドか
らご負担いただきます。

随時 その他の費用・
手数料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドか
らご負担いただきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・
上限額等を記載することはできません。
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ファンドの費用

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはでき
ません。
詳しくは、投資信託説明書(交付目論見書)をご覧ください。

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先
ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター：0120-762-506
(9:00～17:00 土日祝日・年末年始を除く)
ホームページ： https://www.nam.co.jp/

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】
三菱UFJ信託銀行株式会社

※ 販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。
詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

取 扱 販 売 会 社 名 登 録 番 号 日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融
商品取引業

協会
金融商品
取引業者

登録金融
機関

エース証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第6号 ○
極東証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第65号 ○ ○
東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○
内藤証券株式会社 ○ 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○
三木証券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第172号 ○
三津井証券株式会社 ○ 北陸財務局長(金商)第14号 ○
明和證券株式会社 ○ 関東財務局長(金商)第185号 ○
株式会社仙台銀行 ○ 東北財務局長(登金)第16号 ○

取扱販売会社一覧


